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はしがき
宮城県域~は､近い将来発生する宮城県沖地震の襲来を受ける地域であり､地震発生の際に100
万都市仙台では大揺れの約15秒前に警報を出すことが可能であり､この情報を有効に利活用する
ことにより大幅な人的被害･物的被害の低減が期待される｡
研究代表者らは､これまで開発してきた学校における緊急地震速報を用いた警報システムの信
頼性を高めるために地上回線と衛星回線の2重化を進め､ハードとソフトの両面からシステム改善
を進めてきている｡
本研究では､平成18年度と19年度の2カ年に渡り､このシステムと構造物のモニタリングとの
連動により付加価値を高め､更なる信頼性の向上と実用性の向上を計るためのシステム開発に取
り組んだ｡主な研究項目として､ ①構造物の耐震モニタリング機能と連動した警報システムの開
発､ ②地域の地盤環境を考慮した地震動予測精度の向上､ ③病院に掛ナる実証試験による有効利
用の検討､ ④学校における実証試験による有効利用の検討を行った｡
構造物の耐震モニタリング機能と連動した警報システムの開発として､建物のモニタリングの
ための常時作動している地震観測(オンライン地震観測)システムを設置し､この地震計による
現地地震情報と､緊急地震速報の両方を連動したシステムの開発を行った｡構造物の耐震モニタ
リングシステムは東北大学工学研究科の人間･環境系建物および宮城県沖地震の際に地震波到来
の早い三陸沿岸の公共建築物として石巻市牡鹿総合支所庁舎(旧鮎川町役場)に配置し､災害制
御研究センターにこれらの建物の観測データと緊急地震速報の受信サーバーを設置することによ
り開発したシステムの実証試験を行った｡
地域の地盤環境を考慮した地震動予測精度の向上については､仙台市域の地盤構造のデータベ
ースの構築を行うとともに､仙台市とその周辺地域の強震観測点における過去の地震観測記録の
データをベースに､牡鹿総合支所で観測された記録のP波の立ち上がり部の波形からニューラルネ
ットワークを用いて仙台市域の地震動を高精度に予測する方法を検討した｡従来の震度の予測ば
かりでなく､対象地点における高精度の地動最大加速度(PGA)や地動最大速度(PGV) ､さらに
はスペクトル情報を予測する方法を提唱し､宮城県沖地震に対する適用性の検討を行った｡
病院における緊急地震速報の利活用モデルの構築については､東北大学痛院における緊急地震
速報の利活用について､同病院においてアンケート調査を実施するとともに､ニーズに基づく利
活用システムの提案を行った｡また､実証試験を行うために､気象庁からの緊急地震速報を通信
衛星経由で受信するための受信装置と表示装置およびパトライトを病院内に設置した｡
緊急地震速報と連動した避難訓練･教育システムの開発については､仙台市立長町小学校の実
証試験で用いてきたプロトタイプモデルに対し､教育モードとして組み入れるべく素材に関する
調査を行なうとともに､地域で予測される被害モードを想定した災害シミュレーションを動画の
作成と活用法を検討した｡また､学校における緊急地震速報の利活用の啓蒙と教育現場からのニ
ーズを把握するために､宮城県域と首都圏の649校を対象としたアンケート調査を実施した｡
本研究でまとめた成果は､今後の地域地震防災対策や建築構造物の耐震対策のための貴重な資料
となると思われる｡
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9. SUMMARY OF RESEARCH RESULTS:
MiyagiPrefecturearea is expected to be attacked by the approaching Miyagi-ken Oki earthquake. In
Sendai, a million population city, the waning alam based on earthquake early waning system canbe
issued by 15 seconds before SIWaVe arrival. The effective use of this RealTime Earthquake Information
(RTEI) is expected to lead the drastic reduction of physicaland human damage.
The head investigator have developedthe EEWS based on JMA-NIED system for schools'application
and have enhanced its reliabilityby duplicating surfaceand satellite telecommunication lines. The EEWS
has been improved舟om the both hardware and soRware aspects.
In this study,the development of the integrated earthquake early wamlng SyStemand structural
monitoring system has been performed to enhance its Tadded value as well as reliabilityand utility. The
investigated research itemsare; 1) Development of waming system by combining structuralhealth
･ 5･
monitoringand realtime earthquake information, 2) Enhancement of accuracy of ground motion prediction
considering local soil condition, 3) Effective utilization of EEWS in hospitals based on demonstration test,
4) Effective ･utilization ofEEWS in schools based on demonstration test･
Regarding development of waning system by combining structuralhealth monitoring (SHM) and良TEI,
the online earthquake observation system with wide dynamic range covenng microtremor to strong motion
was installed at Oshika Branch Office (OBO) building located nearthe PaciflC Ocean coast where the
earthquake motion will be obtainedfirstly for the Miyagi-ken Oki earthquake･ The same observation
system was also installed at a building of Civil Engineering and Building Science of Tohoku Universityin
Sendai. The observation data舟om OBO buildingand CE侶S building are transferred continuously to the
receiving server of Disaster Control Reseaqch Center, Tohoku University where the RTEI舟om JMA are
also received. The integrated earthquake early wamlng System having SHMfunction has been
demonstratively tested.
As~for enhancement of accuracy of ground motion prediction considering localsoil condition, a
prediction method based onthe Artificial Neural Network (ANN) has been proposed to estimate not only
PGAand PGV but also spectral information at a specific point of Sendai areausingthe incomlng WaVe form
of the first portion of P-wave舟om OBOand also local soil conditions･ The applicability of the proposed
prediction method has been verified forthe Miyagi-ken Oki earthquakes･
Regardingthe utilization of EEWS in hospitals, a questionnaire investigation was performed at Tohoku
UniversityHospital to clarifythe needs of ETEIand effective utilization system has been proposed･ To
perform demonstration test, a receiver of RTEI was installed at the hospitaltogether with displayand
wamlng lamps in仇is study
Regardingthe utilization ofEEWS in schools, prototype model having three modes, evacuation, drilland
education, was developedand demonstration test has been performed at some schools･ Materials for the
education mode have been investigatedand aanimation of earthquake disaster simulation was made and its
utilization has beeninvestigated･ To graspthe needs kom education siteand to promote the utilization of
EEWS in schools, a questionnaire investigation was performed for total number of 649 schools in Miyagl
prefectureand Metropolitan area･
The results obtained inthis research not only become very valuable data for seismic resistant design and
retrofit of building structures for the approaching Miyagi-ken Oki earthquake, but also contribute to
advance on earthquake englneenng and seismic resistant englneenng･
10. KEY WORDS:
(1) Earthquake early waning system (2) Structural health monitoring (3) Ground motion prediction
(4) ArtirlCial neural network　　　(5) Hospital　(6) School
(7) Animation of earthquake disaster simulation　(8) Questionnaire investigation
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研究成果
1.　はじめに
宮城県域は､近い将来発生する宮城県沖地震の襲来を受ける地域であり､地震発生の
際に100万都市仙台では大揺れの約15秒前に警報を出すことが可能であり､この情尋を
有効に利活用することにより大幅な人的被害･物的被害の低減が期待される｡
研究代表者らは､これまで学校における緊急地震速報の利活用を中心に早期地震警報
システムの開発･普及に取り組んできている｡
本研究は､平成18年度と平成19年度の2カ年にわたり､緊急地震速報と構造物のモニ
タリングとの連動により付加価値を高め､更なる信頼性の向上と実用性の向上を計るた
めのシステム開発を行ったものである｡
主な研究項目として､ ①構造物の耐震モニタリング機能と連動した警報システムの開
発､. ②地域の地盤環境を考慮した地震動予測精度の向上､ ③病院における実証試験によ
る有効利用の検討､ ④学校における実証試験による有効利用の検討を行った｡
第2章では､構造物の耐震モニタリング機能と連動した警報システムの開発について
示す｡建物のモニタリングのために常時作動している地震観測(オンライン地震観測)
システムを設置し､この地震計による現地地震情報と､緊急地震速報の両方を連動した
システムの開発を行ったものである｡構造物のモニタリングシステムを東北大学工学研
究科の人間･環境系建物および宮城県沖地震の際に地震波到来の早い三陸沿岸の公共建
築物として石巻市牡鹿総合支所庁舎(旧鮎川町役場)に配置し､災害制御研究センター
にこれらの建物の観測データと緊急地震速報の受信サーバーを設置することにより開
発したシステムの実証試験を行っている｡
第3章では､地域の地盤環境を考慮した地震動予測精度の向上のための検討について
示す｡まず､仙台市域の表層地盤構造のデータベースと深部地盤構造のデータベースの
構築について示す｡次に､仙台市とその周辺地域の強震観測点における過去の地震観測
記録のデータをベースに､牡鹿総合支所で観測された記録のP波の立ち上がり部の波形
からニューラルネットワークを用いて仙台市域の地震動を高精度に予測する方法を検
討している｡
第4章では､病院における緊急地震速報の利活用モデルの構築について示す｡東北大
学病院における緊急地震速報の利活用について､同病院においてアンケート調査を実施
するとともに､ニーズに基づく利活用システムの提案を行った｡また､気象庁からの緊
急地震速報を通信衛星経由で受信するための受信装置と表示装置およびパトライトを
病院内に設置することによる実証試験について示すo
第5章では､学校における緊急地震速報の有効活用のための検討に付いて示す｡仙台
市立長町小学校の実証試験で用いてきたプロトタイプモデルに対し､教育モードとして
組み入れるべく素材に関する調査を行なうとともに､地域で予測される被害モードを想
定した災害シミュレーションを動画の作成と活用法を検討した｡また､宮城県域と首都
圏の649校を対象としたアンケート調査を実施し､学校における緊急地震速報の利活用
の啓蒙と教育現場におけるニーズ調査について示す｡
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2.構造物の耐震モニタリング機能と連動した警報システムの開発
2.1　はじめに
大揺れの前に警報を出し､人的･物的被害の低減を図る早期地震警報システムの考え労
は､既に140年も遡る1868年に米国カリフォルニアでクーパー博士により提唱されl)､ 100
年以上の歳月を経て地震観測技術と通信技術の発達により実用化された｡先駆的な研究と
してカリフォルニアのCUBEプロジェクト2)やJ Rの新幹線の自動停止システム(UrEDAS)
3)がある｡ 2007年10月1日より一般運用が開始された気象庁の緊急地震速報は､発信時刻
と震源情報(マグニチュードと震源位置)で構成され､地震時における人的･物的被害の
大幅低減に寄与するものとして期待されている｡金森4)は早期地震警報システムをOn-Site
とRegionalに分類しているが､この緊急地震速報は､気象庁と(独)防災科学研研究所の
国の地震観測網より得られるデータを即時処理して得られるもn'であり､ Regionalという
よりNationalの警報システムと言うべきかもれない｡
直下型地震-の適用性という意味ではOn-Siteの警報システム5)が効率的であり､リード
タイムを少しでも稼ぐために､敷地から30km距離をもつ円周上に配置された観測データを
用いる発電所の地震対策のためのRegionalシステムもある6)｡これらは､必ずしも震源情
報を用いているわけではなく､所定の闇値を超えた地動が観測された場合に警報を出すよ
うになっている｡
緊急地震速報は､信頼性が高い反面､内陸直下型地震に対する適用性や海洋型地震でも
沿岸部に対する適用性は必ずしも高くない｡また､緊急地震速報のベースとなっている気
象庁と防災科研の地震観測システム(JMA-NIEDシステム) 7)は一括集中型で地震観測網のデ
ータは震源決定というバックウォードの利用だけで､震源に近い前線観測点における波形
データの活用(波形のフォーワード利用)ができるシステム環境という意味では必ずしも
十分ではない｡点震源情報としての震源情報による地震動予測はその精度の面で限界があ
り､より高精度な地震動予測が求めたれる工学的利用の場合には､前線波形情報のフォー
ワード利用により､到来する地震動の予測精度を高める研究が必要に思える｡
筆者は､学校を中心とした緊急地震速報の実証試験の経験を通じ､システムの日常の監
視機能と維持管理の重要性を痛感し､日常機能を融合することによりシステムの付加価値
を高めることを推奨してきた8)0
そこで､筆者らは､迫り来る宮城県沖地震に備え､より高度な地震早期警報に関する研
究として､建物の構造モニタリング機能を日常機能として備え､沿岸部および現地の地震
観測情報と緊急地震速報を併用することを考え､構造物の耐震モニタリングと緊急地震速
報を連動させた警報システムの配発を進めてきた｡
ここでは､筆者らの独自の観測網による前方波形情報と緊急地震速報の連動により､よ
り高精度の地震動評価に基づく早期地震情報統合システムについて､はじめにシステム開
発における基本概念とシステムの全体概要を､つぎに早期地震情報統合システムのシステ
ム構成の詳細と前線地震情報の活用を､そして耐震モニタリングについて実際に測定を行
った対象建物とその震動特性の評価方法について検討を報告する｡
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2.2　システムの基本概念
(1)基本概念
システム構築においては以下に示すような概念を設定した｡
1)日常機能として構造物の耐震モニタリング機能を保有し､微動レベルから強震レベ
ルまで計測可能なダイナミノックレンジの広い高感度地震計により､定時サンプリン
グとイベントサンプリングを行うことを可能とする｡
2 )上記の地震観測装置を前方の遠隔地の公共建築物(宮城県沖地震に対しては牡鹿総
合支所)に配置し､ P波検知機能を持たせるとともに､観測波形をオンラインで､
逐次センターに伝送可能なシステムとする｡データの伝送は､可変サンプリング･
可変パケット長とすることにより､警報装置に求められる即時性ばかりでなく､構
造モニタリングに対する適用性を高める｡
3)現地にも同様のシステムを設置し､直下型地震に対する適用性を高める｡
4)地震警報としては､前線観測点のP波検知､気象庁の緊急地震速報､現地のP波検
知を表示するとともに､前線の波形情報と緊急地震速報による震源情報に､地域の
地盤情報を加
えて､現地の震度情報ばかりでなく､より高度な地震情報として地動最大値(PG
AやpGV) ､スペクトル情報､さらには波形情報を作成する｡すなわち､前線波
形情報を用いた後方の高精度地震動予測である｡これらは､建物の高さの違いによ
る周期を考慮した揺れなどを適切に表現するために､峡帯域のフィルターを通した
情報-の加工や､構造物のアクティブ制虜やセミアクティブ制裏のフィードフォー
ワド制御-の活用が期待できる｡
5)地震警報は､ S波到来の前ばかりでなく､揺れの時系列に沿って作成し､終息情報
の作成も可能とし､揺れの終息後には直ちに構造物の応答解析システムに連動する
システムとする｡
(2)システムの全体概要
本研究では､仙台市青葉区の東北大学の現地地震観測装置と石巻市牡鹿総合支所(旧鮎
川町役場)に設置した遠地地震観測装置の併用により､想定される宮城県沖地震の際には
気象庁が配信する緊急地震速報よりも早く地震情報を取得でき､種々の防災対策に優位に
活用することができる(図2. 1参照) ｡それぞれの観測装置は建物の耐震健全性を評価す
るための耐震モニタリング機能を有しており､時系列に沿った構造モニタリング情報を発
信することが可能である(図2.2参照) ｡東北大学における構造モニタリングを行う建物
としては､工学研究科の人間･環境系研究棟(建設系研究棟)を選定した｡この建物では､
これまで､約40年にわたり地震観測が行われ､ 1978年宮城県沖地震の際には9階で1040
ガルの記録を得ている｡微動観測や振動実験も度々行われてきており､建物の動的特性の
振幅依存性に関するデータの蓄積9)もあり､インターネットを介したオンライン観測データ
とその伝送手段は学術的価値も高いと思われる.･近い将来､学術的利用目的で公開したい.
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また､ 60km前方の波形データを用いた仙台地域の地震動予測と地震防災-の活用の検討
は意義深く､今後､仙台を中心に6方向に展開したり､遠地観測設備を太平洋沿岸に沿っ
て面的に増やすことで､早期地震警報の即時性や信頼性を高め､地域の地震対策-の痩用
していくことを計画している(図2.3参照) 0
緊急地震速報
現地地震情報
(耐震モニタリング)
図2.1構造物の耐震モニタリングと連動した警報システム
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図2.2　時系列に沿った構造モニタリング情報の発信
(a)仙台を中心とした展開
'''宙
ソp.声
秋田県汚･･呈'二･炉
qj5･..1･=･-,9
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(b)三陸沿岸部-の展開
図2.3　今後のシステムの地域展開
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2.3　リアルタイムデータ通信システム
(1)システム構成
本システムは､遠地地震観測装置として宮城県石巻市牡鹿総合支所に構造-ルスモニ/5
リング機能を有した地震観測装置を設置し､現地地震観測装置として東北大学人間･環境
系研究棟に同じ地震観測装置を設置し､東北大学･災害制御研究センターには､地震観測
装置から発信される地震観測データを受信･解析する解析システム､気象庁からの緊急地
震速報を受信･記録する緊急地震速報受信システムを設置しており､これらのシステムを
結ぶデータ通信環境から構成されている｡図2.4にシステム構成を示し､それぞれのシス
テムの特徴を以下に示す｡
Q.構造-ルスモニタリング機能を有する地震観測装置
地震観測装置は米国DAQ SYSTEMS社製のNetDASシステムであり､地震計(MicroSMA)､
データ収録装置(NetDAS/S氾A)､データ通信アプリケーションソフト(GRF Tools Suite)から
構成されている.地震計はダイナミックレンジが120dBのMEMS高感度加速度計であり､地
震計からの信号はケーブルで24bitのA/Dコンバーターを持つデータ収録装置に接続して
いる｡
緊急地震速報受借システム･解析システム
緊急地表速報受借システム 
E3受朋悦回線(,M 剪?
く顎 
lTOP仰 
解析システム 劔モデム ∫ ハブ 
′ⅠP 出力TC  
リレー /′ノ 剩? 
警灯 ?ﾒ??ﾅ?ﾈuE?h8ﾘ6x5(8ｸ/?
観望1,P_L,*置 
耐震モニタ)ングシステム
前線観測点(牡鹿総合支所) 
モデムルータデータ収魚装置地震計 TCP/P把や用PC ?
;把録用HDD 
くこ3 
現地地震観測点(東北大学) 
モデムルづデづ収録装置地震計 
図2. 4構造-ルスモニタリングと緊急地震速報の連動による早期地震情報統合システム構成
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データ収録装置では､ 100Hzを標準としたサンプリングを行い(10Hz～1kHzまで可変)､
GPSを利用して時間を正確に保っている｡イベントデータを内蔵記録装置に収録するだけで
なく､データサーバ機能を利用することで､継続的にデータを送出することが可能であi｡
通信プロトコルはTCP/IPであり､パケット長を自由に設定すくことができ､リアルタイム
通信を実現している｡
地震計は建築物の1階､中層階､最上階に設置し､ 1階の地震計で地震観測を行い､中層
階､最上階の観測結果をも利用して構造-ルスモニタリングを行う｡牡鹿総合支所は3階
のRC建築物であるため､各階に地震計を設置し､データ収録装置を3階に設置した｡東北
大学人間･環境系研究棟は9階建てのSRC建築物であり､ 1階､ 5階､ 9階に地震計を設置
し､データ収録装置を1階に設置した｡
②データ通信環境
牡鹿総合支所や東北大学人間･環境系研究棟からの観測情報は､ NetDASシステムのデー
タ通信アプリケーションを利用して通信回線を介して解析システムのある東北大学総合研
究棟に送信される｡
データ通信アプリケーションは､ WindowsXP/Linuxで稼働し､連続的なデータ収録や､イ
ベントトリガーによる収録､データの中継を行う機能を持っている｡また､データ収録装
置のデータサーバは同時に複数のクライアントと接続が可能であるため､同じデータを複
数のクライアントで受信､解析や記録を行うことで､特定のPCに負荷が集中することによ
るシステム全体の能力の低下を避けることが可能である｡
通信プロトコルはTCP/IPであるため､広く利用されているEthernetでのLANやWANで
の利用や､一般のIP網を利用したADSL回線や光ファイバー回線などのブロードバンド回
線を利用することも可能である｡今回は､商用のADSL回線を利用し､ソフトウェア的に専
用回線を実現しているVirtual Private Network(VPN)のサービスを利用することでセキュ
リティを確保している｡各拠点を一つのネットワークグループとして､それぞれのグルー
プ内やグループ間で自由に通信できるが､外部からのアクセスは出来ない｡ IP網から緊急
地震速報を取得する回線にもファイヤーウォールが設置されている｡
商用の通信回線を利用しているため､観測点や解析システム拠点の増設時には､通信回
線の開設とネットワークの設定を変更するだけで､容易に接続することが可能である｡ IP
網の整備が進み､都市部では多くの地点でブロードバンド回線を開設することが可能とな
っており､短期間の観測や解析拠点の運営も容易である｡そして､セキュリティを確保す
ることで､観測点をインターネットからのアクセスを可能することが可能である｡
③解析システム
災害制御研究センサーに設置した解析システムでは､地震観測装置から発信されるデー
タの記録や解析を行う｡プログラムはリアルタイムで送信されるデータを受信､記録する
だけでなく､オンラインでの解析を実行するだめにもパケット毎にデータ処理を行う必要
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があり､クライアントソフトをナショナルインスツルメント社のプログラミング言語
LabVIEWで作成した｡地震動予測や構造-ルスモニタリングをオンライン･リアルタイムで
実現する基盤となっている｡
現在時点では､受信波形表示･記録ソフト(図2.5)､地震検知を行いそのトリガー情報
を発信するソフト､構造-ルスモニタリング解析(図2.6)などのオンラインで実行できるソ
フトウェアを作成した｡今後は､これらのソフトの安定性や機能を拡充すると共に､安定
性を図り､今後は更にソフトフェアの充実を図っていく必要がある｡
④緊急地震速報受信システム
災害制御研究センターに設置した緊急地震速報受信システムは､受信機と表示PCから構
成される｡気象庁から発信された緊急地震速報はIP網と衛星回線(2.6GHz帯Sバンドモバ
イル放送)から二重に受信しこ冗長性を高めている｡このシステムは解析システム内のク
ライアントソフトから発信する､地震観測装置のデータから検知した地震検知信号を受信
することも可能であり､緊急地震速報とともに地震検知情報を表示PCに図示するとともに
ログとして記録に残す｡
⑤情報の出力
地震観測システムからのデータを解析した結果や緊急地震速報をもとに､解析用pcは出
力判定を行い､ RS-232Cを介して警報がリレーボックスに出力される｡このリレーボックス
ではPCからの信号を受けると指定した端子に電圧が負荷され､その端子に接続している警
報灯が点灯する｡多くの機器がこのようなリレーボックスで制御することが可能である｡
また､リレーボックスにはLAN接続(TCP/IPプロトコル)ができるものもあり､コマンド
を送ることで同様な動作が可能となる｡
ネットワーク内のコンピュータはTCP/IPでのデータの送受信が可能であるため､電子メ
ールをはじめとした様々なアプリケーションを利用して情報を伝達することができる｡
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図2.6構造-ルスモニタリング解析プログラム
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(2)リアルタイム通信の仕組みと検証
本システムの即時性において､遠隔地からの地震観測データをリアルタイムで伝達する
機能が重要となる｡データ通信における1通信単位のデータ量(パケット)を小さくし,I
小刻みにデータを発信し､受信するデータを常に最新のデータとすることで､現実的なリ
アルタイム通信を実現している｡この概念を波形のイメージで図2.7に示す｡この図にお
いて､時刻Tの時に､短いパケット長での通信では､長いパケット長に比べ､その直前の
データまでデータを受信することができる｡このようにパケット長を小さくするに従って､
原理的にデータ取得の遅れは少なくなる｡しかしながら､パケット長を短くするにしたが
って､単位時間当たりのパケット数が増加し､パケットの測定条件を記録したデータ-ツ
ダーが多くなり､通信されるデータ量が増える｡システム全体のリアルタイム性を確保す
るためには､データの増加による処理の負担を考慮した､通信回線やソフトウェア､シス
テムの能力に合わせたデータ量を設定する必要がある｡観測データは､観測してから発信･
通信･受信･解析を行う(図2.8)｡それぞれの過程で遅延の少ない処理を行うことが必要
である｡
現在利用している設定(100Hz､ 9ch､ 20samples/(Ch*packet)､データの非圧縮)では､
1パケットで168byteであり､ 1秒間で7.8kbyteとなり､ ADSL回線の実効速度をlMbps
とすると125 kbyte/秒であるため､現状の通信回線は十分なトラフィックが確保されてい
る｡
実際のシステムを利用して､設定した条件(100Hz､ 9ch､ 20samples/(Ch*packet)､平日
夜間)での遅延時間の測定を行った｡その結果は､ ｢震動計測｣を行ってから｢受信処理｣
が完了するまでの遅延時間は約0.6秒であり､その中で｢通信回線｣による遅延時間は約
0.2秒であり､リアルタイム通信を阻害する遅延は確認されなかった｡
長いパケット長　　　　　　　時刻:T
図2.7リアルタイム通信の概念
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図2.8　観測データの伝達経路と処理の概念
( 3 )前線地震観測情報の活用
リアルタイムで遠地の観測波形データを取得することができるため､地震発生時に波形
データを用いた地震動予測や地震時･常時のオンライン構造-ルスモニタリングが可能で
ある｡そして､地震時の観測波形データから得られる地震発生の検知情報､最大加速度､ S
波の到達情報なども有益な情報として活用できると考えられ､ここでは､その利用方法に
ついて述べる｡
①地震検知情報の利用
逼迫している宮城県沖地震が発生した場合には､観測システムが設置してある牡鹿半島
先端(牡鹿総合支所)が陸上での最初に観測する地点となるであろう｡この時､牡鹿総合
支所からの地震観測データを災害制御研究センターで常時観測することで､いち早く地震
の発生を検知することが可能である｡一方､気象庁の緊急地震速報は､地震計が地震を検
知してから､処理中枢にデータを収集し､解析を行うために､実際に配信されるのは地震
計が検知してから約5.5秒後である｡そのため､本システムでの検知情報は､緊急地震速
報より早く地震の発生を知ることが可能である(図2.9参照)｡この地震検知情報は､沿岸
域などの主要動到達までに余裕時間が少ない地域-の事前情報として利用が考えられる｡
起動まで時間がかかる機器の電源を入れるなどの､緊急地震速報が到達した際に短い余裕
時間を有効に活用するための利用が考えられる｡
本システムの検知情報は､トリガーレベル情報を持った検知の有無とトリガー時刻を伝
達するのみであるが､気象庁･防災科研の地震観測網と完全に独立しているため､本観測
情報を元にした検知情報と緊急地震速報を組み合わせることで地震情報の信頼性を評価す
ることができる｡緊急地震速報の高度利用を行っている半導体工場などでは､緊急地震速
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報の誤報による設備の停止による稼動損を避けるために､敷地地震計やS波到達直前まで
信頼性の高い緊急地震速報の更新を待っている10)｡このような利用者にとっては､宮城県
沖で地震が発生した場合には､緊急地震速報よりも早く地震が発生したとの情報を得8'こ
とができれば､緊急地震速報を受信したときには､速やかに速報の信頼性を評価すること
が可能であり､利用価値の高い情報と考えられる｡
亡己
報
気象庁
(データ収集･解析･発信)
∴トヨ
~--　　　　---′∵I5∵∵∴
図2. 9緊急地震速報より早く取得できる前線地震観測情報
②最大加速度､ S波の到達情報の利用
遠地の地震観測データから検知･測定したS波到達時刻､最大加速度は､緊急地震速報
で予測された震度や余裕時間と比較することで､予測の信頼性をリアルタイムに実施する
ことができる｡また､観測によって得られたS波の終息時間の信頼性は高く､その情報は
評価点での安全情報として活用することができる｡
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2.4　構造モニタリングシステム
(1)モニタリング対象建築物の概要
/
対象建築構造物である石巻市牡鹿総合支所庁舎は､ 1975年10月に竣工された鉄筋コン
クリート造地上3階建て､地下階なしで､用途は事務所である｡平成に入り既存部分の北
西側にRC造地上2階建て､地下階なしの増築を行っており､既存部分と増築部分はエキ
スパンションジョイントで接続されている｡竣工当時の延べ床面積は2,222m2､グランド
レベル(GL)からの最高高さは17.4mである｡既存部分の桁行方向は6mの均等スパン､
梁間方向は南西側が9m､北東側が8.1mの不均等スパンであり､増築部分の桁行方向は4
または5mスパン､梁間方向は6.1mが2スパン､ 6.3mが1スパンである｡ 3階部分は南
西側と北東側に張り出しがあり､建物全体としては不均等ラーメン構造となっている｡ま
-た､北東側に設けられた2つの階段室の壁は建物全体の壁に比べて厚くなっているため､
コアの役割を担うと考えられる｡地盤はN値50以上の岩盤であるが【2･6】､建物自体は盛土･
切土の上に建っているため､建物南東端の基礎の下にラップルコンクリートが設けられて
いる｡
写真2.1に建物の全景を､図2.10に伏図と断面図を､表2.1に主な建物の構造材料を示
す｡
写真2.1石巻市牡鹿総合支所庁舎(既存部分)の全景
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図2.10　石巻市牡鹿総合支所庁舎(既存部分)の伏図と断面図
表2.1石巻市牡鹿総合支所庁舎の主な構造材料
材料名 ?ｹEﾂ?
コンクリート 儿?ｨ5(984?ｨ?6tfRﾓ#?ｶr?ﾓ(夊ﾚｨ5??87c??
鉄筋 ?C3R?ﾂ驂??
SD30(小梁､地中梁､基礎､壁､スラブ､その他) 
地耐力 友Rﾓ#??"?xｯ｢?
ラップルコンクリート 杷2ﾓ??r?ﾓ"?
土間コンクリート 杷2ﾓ#?ｶr?ﾓ(xs??
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(2)地震計の配置
地震計は､地震計とロガーが一体となっているNetDAS/SMAを3階に､地震計である
MieroSMAを1階と2階に設置した｡各地震計の設置位置を図1.11に示す｡
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図2.11センサー配置図
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● : NetDAS/SMA
● : microSMA
(4)オンライン解析システム
図2.12にオンライン解析システムの一例を示す｡ここでは周波数領域の解析が行われて
いる.各チャンネルにおいて単位パケットのデータが転送されるたびに､最新の512点b
データを用いて高速フーリエ変換を行っている｡ 512点の0のデータと比率0.1の余弦テー
パーウインドウ処理が施された512･点のデータの､計1024点での高速フーリエ変換となっ
ている｡そして､長辺方向､短辺方向のそれぞれにおいて1階に対する3階のフーリエ振
幅スペクトル比を算出している｡その結果はInstantaneous Thnsfer Functionのタブに
表示されている｡さらにフーリエ振幅スペクトル比の最新の100回を平均し､各振動数に
おいて周辺6点の振幅値を用いて2次関数近似を行った曲線の極大値(LocalMaximum)
が次の式を満たしたときに､ピークであると認識している｡
LocalMaximum ≧ FL + 0.5g
〃 :フーリエ振幅スペクトル比の100回平均の平均
q :フーリエ振幅スペクトル比の100回平均の標準偏差
ピークはフィルターの役割としても考えられる｡ピークであると認識した回数を集計し､
ヒストグラムとして表示している｡ヒストグラムの度数の保存とリセットを10分ごとに繰
り返す｡これにより､大きすぎる時間平均化のなされていない擬似的なフーリエ振幅スペ
クトル比を保存でき､データの縮小化も図れる｡
図2.12　オンライン解析プログラムの一例
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( 3 )常時微動観測による建物の震動特性評価方法の検討
①フーリエ振幅スペクトル比のピーク頻度
オンライン解析システムでは､ 1階に対する3階のフーリエ振幅スペクトル比をとり､そ
れぞれの周波数における振幅比がある開催を超えた回数をピークとして集計した後､ヒス
トグラムを表示させるとともに10分ごとにファイルを作成してヒストグラムの度数を保存
している｡保存されたデータは10分間で平均化された擬似的なフーリエ振幅スペクトル比
を再現できる｡しかし､ノイズが多い場合やピークの認識が全くない場合なども考えられ
るため､ 1日分のデータを全て合成した後にヒストグラムを作成し､ 1日平均の擬似的なフ
ーリエ振幅スペクトルとして検討することにする｡図2.13に1日平均のヒストグラム12
日周分を示すoデータは0-20Hzの範囲で保存されているが､建築構造物の1次固有振動
数が認識できると考えられる0-10Hzの範囲で表示している｡
12日間のヒストグラムから､ 4Hz強と5Hz周辺と6.5Hz周辺に対象建築構造物の1次
固有振動数が存在すると判断できる｡ 4H2:強は他の2つに比べて非常に弱いピークを示し
ている0 5Hz周辺に最も強いピークが見られ､次いで6.5Hz周辺であるが､日によっては
6.5H2;周辺の方が卓越する｡また､ピークを認識する回数は日によって異なり､ 5Hz周辺
の認識回数が1万回弱～4.5万回とばらつきが大きい｡最も興味深いことは､長辺方向と短
辺方向でほぼ同じヒストグラムが形成されていることである｡一般的な建築構造物に考え
られるような-軸方向の純粋な並進モードが現れず､ねじれなどの偏りの存在を示唆する
ものと考えられる｡
しかし､オンライン観測用センサーは各階隅角部の一ヶ所にしか設けられていない｡し
たがって､ 1次固有振動数の把握やその応答モードを詳しく認識するためには､多点同時観
測により得られる常時微動の解析が必要となる｡
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図2.13　フーリエ振幅スペクトル比のピーク頻度(2007/08/ll-2007/08/22)
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②　フーリエ振幅スペクトル比の連続ピークヒストグラム強度
ヒストグラムを1日平均した結果､擬似的なフーリエ振幅スペクトル比から建築構造物
/
の1次固有振動数が存在すると判断できた｡しかし､ 1日ごとのデータに様々なばらつきが
出ていることも認識できた｡さらに､ 1日平均したために10分ごと､ 1時間ごとの固有振
動数の変化を把握できなくなって｢､る｡それらを出来る限り判断できるよう時間平均化さ
れていない10分ごとのデータに返ることで､固有振動数やピーク･ノイズの変化を視覚的
に把握する｡
図2.14､図2.15に2種類の連続ヒストグラム強度を､それぞれ長辺方向に関して示す｡
平面の2軸に関しては2種類とも時間軸と振動数軸を採り､時間軸は10分間隔とし､振動
数の範囲は建築構造物の1次固有振動数が認識できると考えられる0-10Hzとしているo
上下の軸に関しては､図2.14はヒストグラムの度数(基準化前)を､図2.15は10分ごと
にヒストグラムの度数の最大値で基準化した値(基準化後)を採っている｡基準化前の連
続ヒストグラム強度を見てみると､ 5Hz周辺と6.5Hz周辺にピークを見ることができ､ノ
イズはほとんど認識されない｡しかし､時間によってヒストグラムの度数が異なりピーク
の表示に差が出てしまうため､ 10分ごとの度数の最大値で基準化した｡基準化後は､ほぼ
一定の強さでピークを見ることができ､一日における振動数の変化をよりはっきりと認識
できる｡しかし､逆にノイズが認識される時間も現れてしまった｡ノイズは深夜0時前後
数時間に渡って見られ､ホワイトノイズに近い状態を示している｡
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B/23 000　　0
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tJrTT                                                                 tJTTV
図2.14　連続ピークヒストグラム強度　　　　　図2.15　連続ピークヒストグラム強度
(基準化前)　　　　　　　　　　　　　　　　(基準化後)
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③　ピークの設定
フーリエ振幅スペクトル比の100回平均に対し各振動数において周辺6点の振幅値を用
いて2次関数近似を行った曲線の極大値が次の式　　　　　　　　　　　　　/
LocalMaximum ≧ p + 0.5g ラ Peak
LocalMaximum : 2関数近似を行った曲線の極大値
〟 :フーリエ振幅スペクトル比の100回平均の平均
J :フーリエ振幅スペクトル比の100回平均の標準偏差
を満たしたときにピークであると認識し､その回数を集計したものをヒストグラムとして
表示している｡各振動数において周辺の振幅値を用いて2次関数近似を行うことは建築構
造物に減衰特性が備わっていることや信号にノイズが混入することを考慮したからである
が.,.周辺6点の値を用いるということは今回の観測を通して決定している非常に経験的な
値であり､高速フーリエ変換の点数やそれぞれの建築構造物に依存してしまう｡そこで､ 2
次関数近似を行った曲線を用いずに､フーリエ振幅スペクトル比の100回平均そのものが
次の式
All ≧p+0.5g
All :フーリエ振幅スペクトル比の100回平均
〃 :フーリエ振幅スペクトル比の100回平均の平均
cT :フーリエ振幅スペクトル比の100回平均の標準偏差
を満たした回数を集計したものをヒストグラムとして新たに作成した｡以降2種類の解析
結果に対して､ 2次関数近似を行った曲線の極大値を用いた方をPeak､フーリエ振幅スペ
クトル比そのものを用いた方をAl1と呼ぶことにする. PeakとAmの解析結果を比較し､
Peakの妥当性やAllとの相違について検討する｡
図2.16に2007年8月11日0時0分から24時間(上)と2007年8月22日0時0分
から24時間(下)のヒストグラムを､ Peak (左)とAl1 (右)のそれぞれで示す｡
peakとA皿のヒストグラムの比較をしてみると､両日とも固有振動数周辺で同様の傾向
を示している｡反対に､固有振動数周辺以外ではPeakがAnよりも小さくなる｡これは
peakでの2次関数近似がフィルターの役割を含んでいるためである.特に1Hz以下はノイ
ズであることが分かっているので､ PeakがAnに対して有効であることが分かる｡また､
ヒストグラムの形状は類似しているが､ヒストグラムの度数はAl1がPeakの2-2.5倍と
なっている｡これはPeakが2次関数近似した曲線の極大値のみを集計するのに対し､ Am
が開催を超えた全ての値を集計するためである｡
図2.17に示したPeakとAl1の連続ヒストグラム強度を比較してみると､固有振動数の
変化は同様の傾向を示している｡しかし､夜間に見られるホワイトノイズのようなものが
Al1ではより一層強まっている｡特にLongitudinal Directionでは顕著である｡
以上より､ PeakとAuについて検討したが､ヒストグラムや連続ヒストグラム強度での
固有振動数の傾向は同様なものであった｡ Auでの固有振動数周辺以外のばらつきに対して
は､ある種のフィルターをかけることでPeakと同様の値に置換できると考えられる｡解析
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プログラム上のフィルターをかける段階が異なるものとなるのみで､周波数領域での解析
に大きな影響を与えるものではないことから､高速フーリエ変換の点数が異なる場合､減
衰定数の分からない場合は､ Peakを用いない設定で対応できると考えられる｡
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図2.16　ヒストグラムの比較(右:Peak　左:All)
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図2.17　連続ヒストグラム強度の比較(上:Peak　下:All)
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(4)地震観測例
本研究のためにオンライン観測･解析システムを使用して以降､幾度か中小地震を観測し
た. K-net観測点MYGOll牡鹿のNSとEWの両成分が10Galを超えた地震は､ 2067
年11月7日20時5分と2007年12月25日23時4分に発生している｡図2.18に2007
年12月25日23時4分に発生した地震観測記録を示す｡
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図2.18　2007年12月25日23時4分の地震記録
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(3)微動観測結果
これまでのオンライン観測データによる解析結果から､ 4Hz強と5H2;周辺と6.5H2:周軍
/
に対象建築構造物の1次固有振動数が存在すると判断できた｡しかし､オンライン観測デ
ータによる解析では固有振動数における振動性状を把握できなかったため､常時微動測定
を行い把握することにした｡
築30年を過ぎ､ 1978年宮城県沖地震をはじめとする多くの地震を経験しているため､
今回の常時微動測定結果が以降の損傷度評価の際に基準となることも考えられる｡
(Dモード解析
伝達関数と位相スペクトルを用いて､固有振動数におけるモードアニメーションを作成
し､解析を行った｡図2.19にモードアニメーション作成の手法を示す｡
①基準のチャンネルを決定する○今回はチャンネル1を基準としたo 
1 
②伝達関数を応答倍率Aiと､位相スペクトルを応答遅れeiとみなす○ 
1 
③チャンネル1をsin(a't)のsine波で応答させる. 
1 
④その他のチャンネルikAjSin(aIt-0,.)で応答させる. 
図2.19　モードアニメーション作成の手法
以上の手法で作成した｡今回のモードアニメーションは隅角部を応答させることによって
作成しているため､測定点のない隅角部に関しては､水平応答の剛床仮定による補間や上
下階の応答による線形補間､上下応答の無視を行ったo図2.20に4H2;強と5Hz周辺と6.5Hz
周辺の固有振動数に対応する応答モードを示す｡
これらの応答モードにより､ 4H2;強がねじれを含んだ短辺方向の並進1次モード､ 5Hz
周辺がねじれを含んだ長辺方向の並進1次モード､ 6.5Hz周辺がねじれ1次モードである
ことが分かった｡地盤は岩盤であるが､建物自体が盛土･切土の上に建っているため純粋
な並進1次モードが存在しないと考えられる｡
ー31-
fS e
=~づ一三妻
S苅神000
Ⅶ　　神　川
加は　叩tD O
m仙脂Ei
SS　叩　○
S拍一加000
加　t S柑1.〇
m肌粗Ei
図2.20　応答モード
①固有振動数
これまでのオンライン観測データによる解析結果に加え､常時微動測定の解析結果より､
4Hz強と5Hz周辺と6.5Hz周辺に対象建築構造物の1次固有振動数があると判断できた.
しかし､オンライン観測の解析結果であるヒストグラムに見られるピークと､常時微動測
定の解析結果である伝達関数に見られるピークは､ 4Hz強で異なっている｡図2.21にヒス
トグラムを､図2.22に伝達関数を示す｡常時微動測定のチャンネル10はNetDAS/SMA付
近の長辺方向成分であり､チャンネル12はその対角に位置する長辺方向成分である｡応答
モードから判断できるように､ 4Hz強の応答は短辺方向の並進モードであるが､
NetDAS/SMAの付近中心のねじれが含まれているため､常時観測が微動であることも相ま
って､観測されにくくなってしまっていると考えられる｡観測点数と観測点位置により大
きな影響が出てしまった｡
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図2.21　ヒストグラム
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図2.22　伝達関数
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3.地域の地盤情報を用いた高精度地震動予測手法の検討
3.1は-じめに
本研究では､地域の地盤環境を考慮した地震動予測精度の向上を図るべく､まず､/仙
台市域の表層地盤モデルとして､ 50mメッシュのデータベースの構築を行うとともに､
長周期地震動評価のために深部地盤構造モデルの構築を行った｡
次に､これらの地盤構造のデータベース､および､仙台市とその周辺地域の強震観測
点における過去の地震観測記録のデータをベースに､牡鹿総合支所で観測された記録の
p波の立ち上がり部の波形からニューラルネットワークを用いて仙台市域の地震動を高
精度に予測する方法を検討した｡従来の震度の予測ばかりでなく､対象地点における高
精度の地動最大加速度(PGA)や地動最大速度(PGV) ､さらにはスペクトル情報を予測
す,る方法を提唱し､宮城県沖地震に対する適用性の検討を行･3た｡
3.2　仙台地域の地盤情報データベ-スの構築
( 1 )表層地盤モデルのデータベースの構築
1)地盤コード
仙台市域の表層地質データは1978年の地震後に作成された｢宮城県地震地盤図｣ 1)に基
づき250mメッシュ毎に表層地盤をモデル化して地盤コード(表3.1参照)を割り当てたデ
ータベースが使用されていた｡本研究では､仙台市域における50mメッシュのデータベ-
表3.1地盤の想定物性値一覧表
時代区分 剴y貫名 儁ﾈﾘb?z定物性僧 N価 兌ﾘｼ???寧度 (dcrn.) 品??fﾘ?6?
寡 四 轟己 亂?i???y 韮?.-20 ?"?.90 ???
腐檀土 ?B?.-1 ??.10 鉄?
Adz ?簽R? ???90 
粘性土 ?3?0.-1 ??.40 塔?
Ace ?簽2? ?經?100 
Ac3 ?簽b? ?緜R?50 
AG4 澱簽??0 ?縱?2(X) 
砂貫土 3?2.-10 迭 .70 ?A82 ? ﾓ#?10 ?縱?2∞ 
ASS ??ﾓC?30 ?繝?250 
砂穫 ?B?0-.50 ??1.80 ???
A丘2 薙S?50 ??r?50 
王新世 儿Y&??Dc1 ?簽?? ?縱?200 
D62 ??ﾓ#?15 ?縱R?50 
相性土 濡6ﾂ?.-20 ??1.80 ???Cb2 ??ﾓS 30 ?纉?3 0 
EBB 薙S?50 ???450 
砂裸 妊･｢?50 鉄?2.10 鉄??
*LLl# 秒? 辻?.50 ?8??
斬第 三紀 ??i??ﾍ稚者 ?F?- 辻?.80 都??
中新世 ????｢?t 辻? ???1300 
先第三紀 剞[成岩 ?r? 辻?.50 ??｣?
堆稚者 ?? 辻?.50 ????
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スの構築を行った｡ 50mメッシュ-の細分化においては､ 1)表層地盤ポリゴンデータ作
成､ 2~)　50mメッシュ-の分配､ 3)人工改変地領域拡大の反映､という手順により､
/
表層地盤モデルの50mメッシュ化を行っている｡
2)表層地盤ポリゴンデータ作成`
本研究における表層地盤ポリゴンデータは仙台市を大きく　2つに分け､西側を微地形区
分図､東側を表層地質図を参考にして作成した｡これは仙台市の平成14年地震被害想定調
査2) (H14被害想定)に用いられたものと同じものであるが､東側を表層地質図に加え､
河川周りで微地形区分図も参考にして作成しているため地盤モデルは完全には-萄しない｡
3.)　50mメッシュ-の分配
仙台市の50mメッシュをポリゴンデータに重ね､地盤モデルのメッシュ-の分配を行う｡
この際ポリゴンデータ-の整合性を最優先とし､ H14被害想定との整合性も考慮しながら
行った｡また､判断が難しい地域に関しては､以下のルールに従って分配を行った｡
①複数ポリゴンがまたがるメッシュに対しては､その面積が一番大きいものを地盤コー
ドとして採用する｡
②地盤コードが不明瞭になる場合は周囲との整合性を優先する｡但し､表層地質モデル
は必ずポリゴンデータに合わせる｡
③工学基盤深さは､一部周囲との整合性を最優先している｡これは､ 250mメッシュで
は寸断されていた同一表層地盤において､明らかな深さの違いが見られるメッシュが
あるためである｡
④工学基盤の種類は､他の地盤コードとの境界等の明らかに変更を行うべき時以外は変
更を行わない｡
4)人工改変地拡大の反映
H14年からの5年間での変化が大きくあると考えられ､人工改変地を設定して表層地盤
モデル-と反映させた｡この際､軟弱地盤においては人工改変地を考慮に入れていない｡
これは､人工改変地が岩盤を対象とし､岩盤の弱体化を意味しているからである｡
5)新旧地盤モデルの比較
図3.1には､ (a)50mメッシュと250mメッシュにて作成された地盤モデルを比較して示
す｡　図3.1と図3.2での精度の違いは一目瞭然であるが､特に長町一利府断層の東側の沖
積平野(図3.3)や市内を複数走る河川周り(図3.4)で大きく現れている｡
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(a) 50mメッシュモデル (b)250mメッシュモデル
図3.1仙台市表層地盤モデル
前者を代表して､図3.3には荒井地区周辺を示す｡この地域は仙台市内で特に地震被害が大
きくなると予測されている地域である｡
図中に避難場所としても用いられる′J､･中学校を目安としてプロットしてあるが､高砂
小と鶴巻小においては50mメッシュ-の細分化に伴い地盤モデルが変更されている｡新た
な50mメッシュにて地震動評価を行うことにより避難場所としての安全性の再検討などに
役立てることができる｡
また､この地域は地下鉄東西線の開通にあわせて､今後大きな変化が見込まれる地域で
もあり､詳細なモデル構築は今後の防災計画を立てる上で重要になると考えられる｡
図3. 3　　荒井周辺における地盤モデル比較
(左･50mメッシュ､右･250mメッシュ)
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後者を代表して図3.4に川内周辺地域を示す｡この地盤モデルから50mメッシュ作成に
より河川が反映され､また人工改変地がこの5年間で増加していることが読み取れる｡
/
河川部に人の居住はないため､ 50mメッシュ作成に伴う直接の建物評価には影響はない
が､特に山間部においては高低差が出やすい地域であり､地震によるがけ崩れ等の被害予
測の精度の向上が可能であると考えられる｡
図3.4　川内周辺における地盤モデル比較
(左･50mメッシュ､右･250mメッシュ)
(2)深部地盤構造モデルの構築
本研究では､宮城県沖地震を対象とした地震動評価に供すべく､ 1).仙台平野南部地下
構造3), 2)宮城県地下構造4)､ 3)防災科学研究所地下構造モデル5)の3つのモデルを
繋いで3次元構造モデルを構築した｡
各モデルの領域を図3.5に示し､断面Ⅰ (図2)に該当する断面の構造を図3.6に示す｡な
お､モデルは最下層がVs3.0【km/S1,最上層がVsO.6-0.7【km/S】相当である｡工学的基盤深
さをOmとし､構造モデルの深さを工学的基盤からの深さで定義している｡
構築した構造モデルの妥当性はM5クラスの中小地震で確認を行った0
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140. 5　　　　　　141.0　　　　　　141. 5　　　　　　142.0　　　　　　142. 5
--･断層モデル　　　　×　破壊開始点
一一･ GMS計算領域　　　　-･宮城県構造使用領域
--　仙台市構造使用領域--･･防災科研構造使用領域
-　断面Ⅰ
図3.5　構造モデル使用領域配置図
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図3.6　断面ⅠのS波速度構造(上:深部地盤　下:大横
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S波速度
3.3　人エニューラルネットワークを用いた地震動予測手法
(1)~　はじめに
/
現在､地震早期警報システムについて多くの研究が行われており､地震発生時に大きな損
害を受ける前に､数秒で正確な情報を提供することを目指している6)｡地震早期警報システ
ムは､伝搬する地震動を評価し了大きな災害を招く地震動の到達時刻を利用者に知らせる
ことを目的とし､解析技術と情報通信技術を利用している7)｡情報伝達速度は地震波の伝達
速度(3-8km/S)より早いために､震源とサイトの距離次第では､ 70秒(メキシコの場合)
まで警報時間を増やすことが可能である｡一方､余裕時間はシステムの規模に左右されて
いまい､巨大なNationalシステムか地域のRegionalシステムによって違いが出てくる｡
このNationalシステムの例として気象庁の緊急地震速報は大変良い例である｡高いダイナ
ミックレンジと広い感度の高精度の地震計のネットワークを全国に配置した高品位なシス
テムである｡しかしながら､ Nationalシステムの地震早期警報の場合には､ネットワーク
に接続しているセンサーの多くの情報を一旦処理中枢に収集することが求められ､そこで
処理を行うこととなるが､その処理中枢には高機能のコンピュータが必要となり､国内セ
ンサー設置地点からかなり遠い場合もある｡そして､初期投資と長期に渡る維持には多額
の費用がかかってしまう｡これに対して､仙台､カリフォルニア､イスタンブール､そし
てメキシコのような地震発生確率が高く､震源が近い都市にとって､ Regionalな地震早期
警報は適用性が高い｡
図3.7　断層面形成とバックワード予測･フォワード予測の概念
(2)　地震早期撃の考え方
図3.7に断層面破壊の進行状況の概念を示す｡時間tOのときに､破壊はエリアDに広が
り､そして更に広がり続け､時間tlとなると､より広いエリアD'に達し､ Dで発生したエ
ネルギーが観測点Slまで届く｡このため､ Slに届いた破壊の初期段階における地震動は
後の破壊による影響は受けない｡そして､広い破壊面で発生したエネルギーが順次Slに到
着し､更に遠方の観測点S2-と到達する｡筆者はこのプロセスを2つの異なったカテゴリ
ーに分類する｡観測点から震源情報を予測することを｢バックワード予測｣､観測点からよ
り遠くの評価点の地震動のパラメータを予測することを｢フォワード予測｣と分類する｡
本研究において､ ｢フォワード予測｣における地震動パラメータ予測を述べる｡現時点では､
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スペクトル予測を達成することができたが､最終目的である波形予測は課題として存在す
る｡
/
｢バックワード予測｣における震源情報の予測は､地震発生の直後の僅かな時間の初期の
地震動を使って予想される｡震源情報(震源位置とマグニチュード)を見つけるために､ P
波から求められたいくつかのパラメータを使うのが一般的であり､多くの研究者はパラメ
ータとマグニチュードとの関連性の度合いを評価値として研究を進めている｡従来の経験
的な予測モデルは､経験的な関係を見つけるために回帰分析を利用しているが､これらの
手法では､関係式が固定してしまい､データの数も限られている｡もし新しいデータが関
係式を求めたデータと大きく異なる値であれば､係数だけでなく､その関係式そのものの
変頁も迫られる｡
_筆者はこの分野で人工ニューラルネットワーク(以下､ ANN)を適用した｡この手法は
明確な方程式を設定する必要が無く､データの入出･出力の関係を調べるだけの十分なデ
ータがあればよい｡ ANNの将来像は､新しいデータや記録されたデータでANNの知能を
高め､新しい状況に合わせるために蓄積されたデータを連続的に学習できるようになるだ
ろう｡このためにも､過去の地震の観測結果は信頼性のある地震早期警報システムを開発
するために大変重要である｡
(3)　人工ニューラルネットワーク
ANNはニューロンと呼ばれる単純な要素で構成され､生物の神経システムによって活動
状態にさせる｡要素の結合は､ネットワークの機能により決定し､要素間の重みによって
調整することで学習することができる｡この学習のためには､実際に経験･観測された入
力･出力データのペアが不可欠である｡ネットワークではニューラルネットワークでの出
力とターゲットの違い比べ､ターゲットに一致するまで調整する(図3.8)0
地震早期警報システムには､入力データが不完全であったり､不明瞭､あるいは間違って
いたりする場合もあり､このようなデータを用いてもANNでは解析を行うことが可能であ
る｡ Amは､地震工学の分野におけるパターン調整認識､同定､分類などの様々な課題に
利用されており､この能力は､早期地震警報システムのような一般的な方法では難しい問
題でのよい解析手法と考えられる｡
(4)　システム開発
仙台地域における宮城県沖地震に対する新しいRegionalな地震早期警報システムを開発
し､今後は周辺の市町村や他の地域-の適用性を検討中である｡このシステムは､より効
率的な警報システムを目指し､気象庁の緊急地震速報を受信し､その震源情報を開発した
システムに取り入れ､遠方の利用者がどのようにその情報から利便性を得るかを考えたシ
ステムを構築した(図3.8参照)0
この利用者の利便性を考慮し､フォード予測のためのANNの利用方法を本研究では実施
し､具体的には､宮城県沖地震時の地動最大加速度(以下､ PGA)と地動最大速度(以下､
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PGV)の予測を行った｡ Regional警報システムでは､震源に近い観測点での観測初め5.5
秒の信号用いて評価を行い､遠地の地震動を予測してその情報をすぐに提供する｡地盤状
況は同じようにANNに入力する｡宮城県沖で発生した39の地震記録をRegi｡nal鹿早
期警報システムのANNの入力値として利用した｡
三載･転.I.I.ltLl--I.
図3.8　緊急地震速報と地域地震観測情報のANNによる融合
(5)　データベース
本研究では宮城県域のK･Netサイト､大和(MYGOO9) ､石巻(MYGOIO) ､牡鹿(MYGOll) ､
塩竃(MYGO12)､仙台(MYGO13)によるデータを利用した｡図3.9の範囲の北緯37.5
-38.8度､東経141.7-150.0度の1996年1月から2007年9月までに宮城県沖で発生し
た地震を利用した｡これらの地震のマグニチュードは4.1･7.2であり､震央距離は43･532km､
深度は14･99kmである｡このように利用するデータに条件を設定するとこで､学習の後に
高い精度と信頼性を得ることができる｡
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図3.9　　ANN解析の検証に利用した宮城県沖で発生した地震
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(6)...サイト特性の影響
工学的基盤はS波速度が500m/SなおかつN値50以上であり鮮新世の地層であり､地震
基盤は3kn/SのS波速度であり仙台地域では先第三紀の地層である8).正確な地震動Q)lf
測を行う際には､地震動特性に大きな影響を及ぼすサイトの地盤特性に注意しなければな
らない｡筆者は､より高精度の地震動予測を行うためには未固結層の平均せん断波速度の
違いが大きな影響を及ぼしていると考えている｡そこで､従来のようにサイト特性を一つ
のパラメータで設定する代わりに､震度Omから5-6mの範囲と5-6mから12m程度の
範囲に分けることを考えた｡地盤特性を2つのパラメータとすることで､サイトの地盤特
性はより詳細に表すことが可能となる｡このようにサイト特性を2つのパラメータとした
分類をANNで利用する｡
(7)　P波波形のモデリング
地震早期警報システムの最も難しい課題の一つは､地震動の観測される初期波形の評価で
ある(一般的には初めの3秒間のP波)｡地震動の周波数を予測するのに利用されているが､
卓越周波数を地震のマグニチュードと関連づけようとする研究も見られる｡この初期波形
の評価において､ P波は情報を伝搬すると言われることから､筆者はちがった視点から評価
方法を見つけた｡初期波形は遠くのサイトにおける差し迫った地震動のパラメータを予測
することを目的として､利用しモデリングを行うものである｡モデリングは5.5秒の初めの
地震動を使って以下の式で行う｡
n
y-∑at *sin(bi *X+Ci)　　　　　　　(.)
t'=1
ここで､ aは震幅､ bは周波数､ Cはそれぞれの波形区間における位相定数である｡ Nは
波形を十分に表現するために選ばれた数値の8である｡波形の振幅と周波数は地震動のパ
ラメータと関係がある｡
(8)　解析結果
宮城県内で4つのサイトで地震動のパラメータを予測するために､ 2つの異なったAm
を提案した｡実際の値と､ PGAの予測値､ PGVの予測値を図3.10に示す｡
この図において､灰色の点は学習データであり､ y=Xの直線に集中している｡黒い点は
試験データであり､同じ軸においてばらつきがみとめられる｡表3.2にはこの解析結果を示
したが､いずれもばらつきの少ない良い結果となった｡
テストデータでは平均値は大変良い結果である｡しかしながら､ PGVにおいて0.1cm/see
より小さい値ではいくらかばらついている｡これは､大きな地震より小さな地震のほうが､
伝搬経路が複雑であるために､地震波の伝達に影響を及ぼすものと考えられる｡一般的に
小さなイベントでは非直線性の学習となり､大きなイベントよりの学習よりも難しくなる｡
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図3.10　ANNを利用したPGAとPGVの予測
表3.2　ANNを用いたPGA､ PGV解析結果
Training set Testing set Total set
Standard Standard Standard
Mean Mean Mean
deviation deviation deviation
PGA　1.00
PGV　1.00
0.01　　0.99　　　0.32　　1.00　　　0.09
0.10　　　0.98　　　0.33　　1.00　　　0.12
図3.11にはこの方法で行った検証結果を示す｡同図のa)とb)は学習したデータの一部を
示したものであり､C)とd)には学習に利用しない2つの地震のデータを用いて検証を行った｡
この地震は2006年1月18日23時25分､ 2004年7月5日18時22分に発生した地震で
ある｡
図3.11は牡鹿地点(MYGOll)で地震を検知してから5.8秒の状況を示している｡学習
に利用し大きな地震であるb)においては､ 4つの評価地点の予測値が良く一致しているこ
とがわかる｡この学習データは十分に利用することができる｡同様に評価に用いたe)､ d)
地震でも予測値と実際の観測値が良く一致していることがわかる｡
PGVの検証では一部のデータを評価データとし､そのデータを除いた全てを学習用の入
力･出力値として推定を行った｡その推定結果を図3.12に示す｡この図の各サイトの上段
には観測値を示し､ ANN解析結果は学習データに使ったデータの出力結果を太字で､評価
l
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データとして推定されたデータを太字斜文字として示した｡ PGVは関連性が低く､検証デ
ータと-しては標準偏差が大きいにもかかわらず､選定した地点においては､ PGVの予測は
良い結果を得た｡
(9)　まとめ
本研究において､ Amでサイト間の地盤特性を学習させることで､遠いサイトが揺れる
まえに､ PGAとPGVを予測することができた｡仙台地域の地震動特性を予測するために､
これらの震源情報､モデリングした初期波形､サイト特性を利用した｡
今後､この手法は発展すると考えられるが､現状の手法では地震の波形そのものを予測す
るのは難しいと考えられる｡遠方のサイトに震源情報を提供することで､地震動予測に対
してリアルタイム､構造反応(responSeOfstructure)新しいアプローチが求められる｡
参考文献
1)宮城県:宮城県地震地盤図作成調査､ 1985
2)仙台市:平成14年度仙台市地震被害想定調査報告書
3)藤原他:宮城県沖地震を想定した地震動予測地図作成手法の検討,防災科学技術研究所
研究資料,第249号, 2004.2
4)宮城県:仙台平野南部地下構造調査報告書､平成17年3月
5)宮城県:第3次宮城県地震被害想定調査報告書,平成16年
6) Gasparini P, a Manfredi, Zschau J (eds) (2007). Earthquake Ear一y Waming Systems,
Berlin, Springer.
7) Motosaka M, Fujinawa Y, Yamaguchi K, Kusano N, lwasaki T, Satake A (2006) Application
of Early Warning System for Disaster Prevention in Schools Using Real-Time Earthquake
lnformation. 8th US National Conference on Eauthquake Engineering.
8) Satoh T, Kawase H et aJ. (2001) Estimation of S-Wave VeJocity剖ructures in and around
the Sendai Basin, Japan, Using Array Records of Microtremors. BulJ SeismoI Soc Am
91 (2): 206-21 8.
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4.大学病院における緊急地震速報利活用モデルの構築
4.1　はじめに
大揺れの前に警報を出す地震早期警報システムの大学病院における利活用は､患者ヰ医
療関係者の安全確保とともに､地震発生直後の救命救急活動-の速やかな体制の移行-の
活用に効果が期待できる｡
筆者らは平成16-18年度文部科学省防災研究成果普及事業｢迫り来る宮城県沖地震に備
えた地域防災情報の共有化と防災力高度化戦略｣において､最新の科学技術を利用した地
震被害の低減を目指した活動を繰り広げ､その一環として緊急地震速報の利活用を進め､
活動の一つとして､平成16年度に東北大学病院に緊急地震速報の受信システムを設置した｡
設置したシステムは､ DVB実験衛星を利用していたが､平成18年度秋に実験衛星の運用
が終了した時点で受信を中断していた｡
ここでは､大学病院で実施●した緊急地震速報のアンケート調査1)を実施し､ニーズに合
わせた利活用システムの提案を行った｡そして､気象庁からの緊急地震速報を通信衛星経
由で受診するための受信機を設置すると共に､その表示装置とパトライトを病院内に設置
した｡
4.2　ニーズを反映した利活用システムの捷案
(1)大学病院におけるアンケート調査
大学病院職員に対して､平成1i年度に緊急地震速報アンケート調査を実施し､その結果
をもとにシステム利活用方法を検討した(表4.1) ｡
この検討結果に対して現状でも利用することができる利活用システムを検討した(表4.2)0
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表4.1アンケート調査結果と対処方法
H18年度東北大学病院災害対策委員会実施 剔ﾎ処方法 
緊急地震速報アンケート調査結果より 
区分 俟ﾈ*h.x.ｨ.凉葵駅?ｹd????
重大な医療処置- の対処 唸訷???mを受け､人が対応○ 電時に医療機器を稼動させる自家発 
lL険が発生する可 能性のある医療の ､■処 唸uF7ZH??ｫ8?ﾘ,ﾉ?吮?ﾜﾈﾈﾈ.)5?る?ﾔ偉Hｷｨｮﾒ?蛯ｫな検査機券やそれを利用した治療の 
･CT､透視等の精密検査 ?ｨﾘx,?ﾚHｴ?)?ﾎH,?h.俾?????8,?
･(人工透析) ?陌?ｩeﾘ-ﾈ.ｨ.鑓+X*?ZHﾌ)¥ｨ,??ｸ4ｨ???h.弌ﾉ|x*ｩTｹwh,?ﾘ-ⅹ9ilｨ,ﾙ_?ﾘ,?b??ﾈ,ﾈ?O??ﾈ*ｨｸ??x.ｨ.?ｲ?
巳険が発生する設 唳_ｨ??,ﾈ竧.?X*"?
FFの保全 唸ﾉ?ﾈ,ﾉ]ｹ?,hｧYz2?
医療機器の保全 唳o(ﾝﾉYH,X,ﾈ7?ﾈ5h984?Y]ｸ支ｮﾘ,ﾉ]ｸﾎﾂ?ｮｸﾊ?郁駮"??|8ｴ?ﾘ,ﾉ.)6Bﾘ,ﾉOX*b?｡療や検査において､小規模な機器を用い る場合には､機器の地震による転倒の回 ､､停電時のバックアップ電源(自家発 およびバッテリー)が必要であり､人に よる対処が求められるo 
患者-の対応 唸ｮｸﾊ???ﾈ+ﾘ-?ﾉ?ｧﾈ*ⅹuY;??x鹵?{中患者に対しては､報知.表示器によ ･避難誘導 ･精神科の閉鎖病棟での利用 ?舒ｸﾊ???O??Y;?輾麌*ｩtﾈﾏ??
一般的なビル設備 唳¥(-ﾈ.冉?餒?6??ﾈ､ｩ_｢?齷:???ﾉ?ﾎB?齡ﾊ的な施設設備であつても病院におい 
･火気､ガス､危険物 ?H,ﾚH齷:???ﾈ､ｩ_ｨ.(4x8ﾈ7?ｸ5?ﾈ齷:?
･ガラス落下からの避難 倡鶫?eｸ,X,ﾈ懆ｴ8,ﾈ?峪9唏ｦﾘ?,?陌?
･エレベータ ･厨房 ?ｨｸ??x.ｨ.薬?
情報活用 唸ﾝ??9|2ﾘ,ﾉ??,凉駅?)Eﾆ?X5??(7H,ﾈ????_?ｸ?,ﾈ*ｸ,???ｲ?ﾐ後は､病院内の被害の収拾と共に､災 害医療-の対応が求められる○従って､情 報収集システム､職員収集システム-の のトリガーとして活用するo 緊急地震速報の画面を表示し､震源情報 各地の予測震度値を把握する○ 
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(2)ニーズを反映した利活用システムの提案
この検討結果に対して現状でも利用することができる利活用システムを検討した(表
/
4.2) ｡
この検討結果を基に､すでに災害医療分野での研究を進めている災害医療センター2)の
成果を参考にして(図4.1) ､実際に導入する設備を検討した｡
表4.2ニーズを反映した利活用システムの検討
利活用システム ??R?
報知 仗亶ﾙ&?ｹ?_?ﾈ?|ﾘ/?ｩ??OX,?ｩ?+ZH?>?ｩ?,ZI?住B?
患者､外来者に伝えるo 
-表示器による伝達 ??ｩ[x+?h,?ﾘ*(,h+?ｸ,?x,ﾘ7?x8?86x,X.??h.?ｸｽ亶ﾒ?
地震速報の出力をパトライトに出力する○ 
医療機器の自動制御 ??ｸ鳧,??8,?9?,弌??x.?h*H,?9|8ｴ?ﾘ/?xﾎH+x.薬?
特に重要で効果が望める機器をいくつかピックアップし､メ 
-カーに開発を打診するo開発が完了するまでは､対応マニ 
ユアルを作成し､人が報知を受けて対応する○ 
自動ドアの制御 ??ｸ鳧,?ﾘ齷:????ｩ_ｨ+ZI¥(+h+????ﾘ+v?
自家発電機の始動 ?)6H*ｨｦX?|8ｴ?ﾘ,冰?h.?8ｻX/?(-zI.)6H/?????ｨ,?
ならない機器の抽出､バッテリーの有無や設置の可否を把握 
し､地震発生後に電源がとぎれないようにする必要があるな 
らば､緊急地震速報で自家発電機を始動させるo 
職員安否確認.参集シス ?ﾈ.(*?胃??9|2ﾘ,ﾈ昏ﾗ8,ﾈ+ﾘ-?唏ｽ亶ﾙ&?ｹ?_?i?:?R?
テムの運用 ?ﾘ?MｸｦﾙDb韃?x5h5?X8??):ﾘ+8+?薬?
緊急地震速報画面表示 價ﾙ?+X+ﾙ&?ｸ,ﾉ?ﾋ?饑?(ｦY&?ﾉ?7??x,ﾉ&?ｸ?_??2?
ソフト ?ﾈ+x.?ｲ?
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図4.1提案する地震早期警報システム､,
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4.3　利活用システムの設置
設置するシステムは､緊急地震速報受信機､表示器､パトライトとし､大学病院内の防
災センターに設置した｡
(1)システム概要
本システムは､気象庁から発表される緊急地震速報を(財)気象業務支援センターを経由
しモバイル放送で受信し､その情報をSバンド衛星で中継し､地上のSバンド用衛星アン
テナを介し専用受信機で受信する(図4.2参照) ｡受信機では緊急地震速報から得られる震
源情報(震源位置､マグニチュード)と地震の発生時刻を基に､事前に受信機に設定した
設置地点の位置や地盤情報を基に震度とS波到達までの余裕時間を予測する｡そして､事
前設定した震度を超えた場合には外部出力から信号を接続したパトライトに出し､回転･
警報音を発する｡
図4.2　Sバンド防災放送サービスの概要3)
(2)構成機器とその機能
①データ通信受信装置
緊急地震速報受信機･表示器とSバンド衛星放送アンテナからなる｡
緊急地震速報受信機は､ Sバンド衛星放送アンテナを介して緊急地震速報し､緊急地震速
報の震源情報を基に設定地点の予測震度と余裕時間を算出する｡表示器では､画面に予測
震度と余裕時間を表示し､音声で警告する｡
Sバンド衛星放送アンテナは､ Sバンド衛星放送用のアンテナと屋上のアンテナ設置位置
から受信機のある防災センターまでの同軸ケーブルからなる｡なお､平成17年度に設置し
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たDVB衛星用アンテナ位置までは同アンテナ用の同軸ケーブルを利用し､その地点から今
回設置したSバンド衛星放送用アンテナ設置まで同軸ケーブルを敷設した｡
②表示装置
パトライトからなる｡緊急地震速報受信機に接続し､受信機で設定した震度を超えると､
地震機から信号が出力されライトと警報で報知する｡
(3)ブロックダイアグラム
設置した機器のブロックダイアグラムおよび数量を図4.3､図4.4､表4.3に示す｡
(シリアルケーブル)
Sバンド衛星放送アンテナ
緊急地震速報受信機
表示券
パトライト
図4.3ブロックダイアグラム
表4.3設置機器数量表
匪置名 ??2?迫ﾊ ?ﾙ'X???
データ返信受信装置 l i ?6?86???ｩ?4?86X6?1式 ??2?
緊急地震速報受信機.表示器 ???h災センター 
表示装置 f ??x8?86r?式 冉胃?ｨ985?ｲ?
-5ト
図4.4衛星アンテナ設置及び布線図
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④設置状況
各装置の設置状況を写真4.1-4.3に示す｡
■嘘慧t t~~L, -~一　一三押三I-皇二義
写真4.1 Sバンド衛星放送アンテナ設置　　写真4.2 Sバンド衛星放送アンテナ設置状況
写真4.3緊急地震速報受信機･表示器とパトライト
4.4まとめ
本研究では､東北大学病院で緊急地震速報のアンケート調査2)を実施し､ニーズに合わ
せた利活用システムの提案を行った｡そして､気象庁からの緊急地震速報を通信衛星経由
で受診するための受信機を設置すると共に､その表示装置とパトライトを病院内の防災セ
ンターに設置した｡
参考文献
1)設楽恵子､阿部喜子､斎藤異､高橋高広､後藤えり子､小林道生､山内聡､篠滞洋太郎､
病院での緊急地震速報システムの活用のアンケート､第13回日本集団災害医学会総会､
410､ 2008年.
2)堀内義仁､病院における｢緊急地震速報｣の利活用-の取り組みと問題点､第4回緊急
地震速報展･講演会(東京)､ pp.77-85､ 2007年8月
3)モバイル放送株式会社､ Sバンド防災放送サービス: h廿p://ww.mbco.co.jp/sband/index.html
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5　学校における緊急地震速報利活用システムの調査と防災教育支援システムの開発
5.1はじめに
大揺れの前に警報を出す地震早期警報システムの学校における利活用は､その社会基盤
づくりや地震時における児童･生徒･教職員の安全確保に効果が期待できる｡
筆者らは文部科学省のリーディングプロジェクトの一環として､仙台市立長町小学校に
おける実証試験1)を通してシステムの改善を行なってきた｡また､文部科学省の防災研究
成果普及事業｢迫り来る宮城県沖地震に備えた地域防災情報の共有化と防災力高度化戦略｣
2)一環として､宮城県域の4つの小中学校に実証試験を拡大すると共に､宮城県教育庁の
学校群イントラネット｢みやぎswAN｣を用いた緊急地震速報の配信による仙台西高に
おける実証試験を実施してきている3)｡
_ここでは､緊急地震速報と連動した避難訓練･教育システムの開発として､仙台市立
長町小学校の実証試験で用いてきたプロトタイプモデルに対し､教育モードとして組み
入れるべく素材に関する調査を行なうとともに､地域で予測される被害モードを想定し
た災害シミュレーションを動画の作成4)と活用法を検討した｡また､学校における緊急
地震速報の利活用の啓蒙と教育現場からのニーズを把握するために､宮城県域と首都圏
の649校を対象としたアンケート調査を実施した5)0
5.2　災害シミュレーション動画の作成
(1)対象街区と想定震度
災害シミュレーションCGの作成においては､子どもたちの通学路を想定した街区とし､
作成するCGは危険箇所の多い街区､少ない街区の2ケースに対し､震度6弱～強程度およ
び震度5弱～強程度を想定した2ケースの入力地震を想定し､表5.1に示す計3ケースとし
た｡
表5.1災害シミュレーションCG
想定地震動 舒ｸﾊ?8?*ｩ?*(･粟b??ｯ箇所が少ない街区 
震度6弱～強 ??ｸ5??Pース3 
震度5弱～強 ??ｸ5??
(2)被害パターン
最近の地震において人的被害をもたらした被害パターンをできるだけ取り込むようにし
た｡それぞれのケースついては各危険箇所に対する被害パターンを想定し､それに合わせ
た街区モデルを作成した｡表5.2にケース1､ケース2で想定した主な被害パターンおよび
その被害程度を示す｡ここで､危険箇所は地震対策が施されていないものを想定し､ケー
ス2ではこれらに地震対策が施されているものを想定した｡
- 54-
表5.2　想定した被害パターンおよびその被害程度
危険パターン 儂ﾘ･?i7ｈ5?ｸ5??被害程度(ケース2) 
ブロック塀 ?ﾈ??齦粕j損 
屋根瓦 凅陋｢?齦迫脂ｺ 
窓ガラス等 僥ｩ?IO(薐?齦粕j損 
自動販売機 ?ﾙ7ﾂ?ｸれ 
･電飾看板 凅陋｢?X斜 
電柱､マンホール ??ﾘﾙ?ﾚIX(*ｸ?*ｨ.?沈み込み､浮き上がり 
外装材 凅陋｢?齦粕漉｣ 
建物 ?YFｪI7ﾈ??ｬ破. 
鉄骨外階段 ?ﾙ7ﾂ?
軒天井 凅陋｢?齦迫脂ｺ 
(3)災害シミュレーション動画の画像4)
図5.1(a)～(d)には作成した防災教育用災害シミュレーションの画像の一部を示す｡
(a)震度の差異 (b)耐震化の差異
(C)鉄骨外階段､外装材等の被害　　　　(a)ブロック塀､電飾看板等の被害
図5. 1最近の地震被害パターンを組み込んだ防災教育用災害シミュレーション動画画面
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(4｢'-k害シミュレーション動画の活用法の検討
作成した災害シミュレーション動画を有効に活用するために､宮城県版の防災教育ビデ
ォパッケージを作成するための検討を行った｡地震･地盤プロフィール､過去の被害写真･
体験談､防災対策等とともに､災害シミュレーション動画をコンテンツとして用いること
により､以下のようなビデオパッケージの構成を考えた｡
表5.3　ビデオパッケージ　シナリオ構成
【プロローグ】
【タイトル】
【1978年宮城県沖地震の被害】
･ 1978年6月12日　宮城県沖地震発生(M7.4)
死者　27人
<宮城県沖地震について(解説) >
解説者:東北大学大学院理学研究科　長谷川昭　教授
<予想される被害>
【街区の危険箇所(災害シミュレーション動画) 】
<危険箇所･危険物-の対策(解説) >
解説者:東北大学大学院工学研究科　源栄正人　教授
【地震対策】
<防災研究の紹介>
･緊急地震速報
･防災探検隊
<日頃の備え>
･住居周囲の危険箇所と対策を確認
･地域の防災力を高める必要性
【ェピローグ】
次の宮城県沖地震が10年以内に起きる確率は60%
あなたの地域は大丈夫ですか?
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5. 3　学校における緊急地震速報利活用のアンケ-ト調査5)
(1)はじめに
/
ここでは､学校における今後の緊急地震速報利活用の普及･展開のための啓発､緊急地
震速報の認知度調査およびこれまでの実証実験で得られた知見からシステム維持管理の面
での他分野との融合についてのニユズ把握を目的に実施したアンケート調査についてその
概要を報告する｡
(2)アンケート調査の対象と調査内容
調査対象としては､宮城県域の4都市(仙台市､石巻市､大崎市､白石市)と首都圏(東
京都23区､横浜市)の公立小中学校の学校教職員､PTAを対象にアンケート調査を行った｡
調査方法については､対象校を学校代表者のみのアンケートを行う一般校および全教職員､
PTA30名程度を対象とした7-ンケ-トを行うアンケートモデル校の2種類に分けてそれぞ
れの調査を行うこととした｡
学校代表者を対象とした調査を行なう一般校は､宮城県域の上記4都市では全公立小中
学校(299校)とし､首都圏については全横浜市立小学校(350校)とした｡学校教職員お
よびPTAを対象とした調査を行なうアンケートモデル校は緊急地震速報の実証試験モデ
ル校を含めた仙台市4校､石巻市3校､大崎市3校､白石市2校､東京都14校の26小中
学校とした｡
調査内容としては､一般校における学校代表者およびアンケートモデル校における学校
教職員を対象としたアンケート調査票(教職員向け)およびPTAを対象としたアンケート
調査票(保護者向け)を作成し､緊急地震速報の認知度､地震警報の伝達手段､付加機能
の必要性と防犯対策の現状､地震早期警報システムと防犯機能の融合に関する調査を行な
った｡
(3)アンケート調査の結果
①　緊急地震速報の認知度
図5･2(a)にシステム非設置校の教職員の集計結果を示す｡これより､ ｢知っていた｣ ｢名前
を聞いたことがある｣との回答がそれぞれ47%､ 25%であり､併せて72%の人は緊急地震
速報を多少なり知っているという結果となった｡
図5･2(b)と(C)にはPTAの回答のうち､地域比較のため､実証実験モデル校以外の宮城県
分と東京都分の集計結果を示す｡この図から､宮城県と東京都では宮城県では若干認知度
が高いことが分かる｡これは､文部科学省リーディングプロジェクトおよび防災研究成果
普及事業により､宮城県域の緊急地震速報の実証実験が多数行われていることが報道等を
通じ広まっていることによるものと考えられる｡
また､図5･2(a)に宮城県5校の実証実験モデル校のm分集計結果を示す｡図5.2(b)と
(e)と比較すると､設置校では､その認知度の高さが顕著に表れている｡
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■知っていた□名前を聞いたことがある日知らなかった
I 'a'手篭) (モデ‰肝pTA)(モデル留原警TA, (誉苧欝豊野
図5.2　緊急地震速報の認知度に関する集計
次に､緊急地震速報の特徴についての質問項目に対するPTA調査分の回答集計結果､特徴
と_して認知度が特に高いものとして､ ｢余裕時間の予測｣が80%を超える回答となった｡ ｢現
在は特定利用者のみの配信｣ ｢震度の予測｣ ｢気象庁による配信｣はそれぞれ50%程度であ
り､ ｢直下型地震では間に合わない可能性｣が30%程度であった｡教職員についてもほぼ同
様の結果が得られている｡
②地震警報の伝達手段
子供-の地震警報の伝達手段に対する回答を図5.3に示す｡結果､校内放送による伝達を
望む人が90%弱と最も多く､次いで通学路に警告･放送装置を設置が70%､子供に持たせ
る携行装置が30%という回答となった｡これらの理由として､対象である子供が理解しや
すいよう､よりシンプルなシステムが求められているためと考えられる｡
また､教職員の結果からは､同様に校内放送のニーズが高く､通学路や携帯端末に関して
は若干PTAよりも意識が下がるものの同様の結果を示した｡
EJllll 通学路に警報.放送装置 劔??? 】 ?
Fll ??】 
携帯端末 ?
FII 
校内放送 劔剪?
lllil】ll 
0%　　　　　　　　　　　　　50%　　　　　　　　　　　　100%
図5.3　地震警報の伝達方法として望まれる形態【pTA]
③付加機能の必要性
防犯機能と防災機能の融合の必要性についての集計結果については､教職員､ PTAの結
果はほぼ等しく､ ｢必要｣ ｢どちらかと言えば必要｣と答えた人が70%前後､ ｢不必要｣ ｢ど
ちらかと言えば不必要｣が10%弱となった(図5.4参照)0
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よく分からない
らかと言えば必
要
36%
どちらかと言えば不
図5.4　付加機能の必要性【教職員】
④地震早期警報システムと防犯機能の融合
児童･生徒に持たせる携行装置を想定して､防犯･防災を問わず非常時に必要だと思わ
れる機能についての質問に対する回答結果を図5.5に示す｡
位置情報通知機能が90%弱､安否確認機能70%弱､防犯ブザー機能55%､緊急地震速報
受信40%弱となった｡これは､非常時にはまず安否確認が必要であるとの考えが支配的で
あり､安全が確認できない場合､位置情報を伴わなければ対処することが出来ないため､
位置情報のニーズが高くなったのではないかと思われる｡
緊急地震速報による警報システムの日常的な付加機能として､防犯機能との融合に関し
て､付加機能の必要性に関して必要･どちらかと言えば必要と答えた人のうち､学校内に
限られたシステムをイメージして質問に対する回答結果については､大きな相乗効果が見
込めると相乗効果が見込めるが65%､相乗効果は見込められないが､防災に関するシステ
ムの保守･運用のため必要を含めると85%となった｡
｢llEl 冤 ?｢??
緊急地震速報受信 ????日喜 
【l 
防犯ブザー機能 ?鳴?｢??ﾂ?F■ l l 
】Jll 
位置情報虜機■能r 劔剪?
LrrFrl 劔?1i l ⊥ 
一■声否確認機能 劔 
｣]_I__⊥__L__､一一一｣_⊥_ 
0%　　　　　　　　　　　　　　50%　　　　　　　　　　　･ 100%
図5.5　子供に持たせる携行装置として非常時用に望まれる機能【PTA]
(4)アンケート調査のまとめ
学校における今後の緊急地震速報利活用の普及･展開に向けて､本報告で示した宮城県
と首都圏におけるアンケート調査から得られた知見を以下に示す｡
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1 )緊急地震速報の認知度は､システム非設置校の教職員の集計結果では､ ｢知っていた｣
｢名前を聞いたことがある｣との回答が併せて72%と認知度が高いことがわかる｡た
だし､実証実験モデル校のPTAでは､ ｢知らなかった｣と回答した人が21%おり､ ら
デル校における保護者-のシステム説明はもとより､更なる周知を行う必要がある｡
2)緊急地震速報の認知度においては､ ｢直下型地震では間に合わない可能性｣が30%
程度であり､緊急地震速報の原理までの理解には至っておらず､ ｢緊急地震速報の教
育｣が必要であると考えられる｡
3)子供-の地震警報の伝達手段については､校内放送による伝達を望む人が90%弱と
最も多く､子供が理解しやすいよりシンプルなシステムが求められていると考えられ
る｡
_.4)付加機能の必要性については､ ｢必要｣ ｢どちらかと言えば必要｣と答えた人が70%
前後である｡
5)防犯機能との融合については､まず､現状の防犯対策として現在子供に持たせてい
る携行装置は防犯ブザーが70%強ともっとも多く､今後に使用を検討している携行端
末は位置情報機能付携行装置が40%と位置情報機能のニーズが高い｡
6 )子どもたちに持たせる携行装置で非常時には位置情報通知機能が約90%弱必要と考
えられており､緊急地震速報受信機能は約40%弱となっている｡しかし､緊急地震速
報と防犯機能の融合に関しては､相乗効果が認められる､あるいは防災に関するシス
テムの保守･運用のために必要が85%程度と高く､防犯機能との融合による相乗効
果が見込まれると期待している人が多いことがわかる｡
5.4　まとめ
本研究では､筆者らは文部科学省のリーディングプロジェクトの一環として､仙台
市立長町小学校における実証試験を通じて開発してきた学校向けの緊急地震速報利活
用システムのプロトタイプモデルに対し､教育モードとして組み入れるべく素材に関す
る調査を行なうとともに､地域で予測される被害モードを想定した災害シミュレーショ
ンを動画の作成と活用法を検討した｡また､学校における緊急地震速報利活用に関する
アンケート調査を宮城県域と首都圏の649校を対象に行い､緊急地震速報の利活用の啓
蒙と教育現場からのニーズを把握するとともに､防災と防犯の融合等に関する調査結果
を示した｡
参考文献
I)源栄正人･藤縄幸雄･山口耕作･佐竹昭弘･草野直幹･宮村正光･岩崎智哉､緊急地震
速報を活用した避難･防災教育支援システム､リアルタイム災害情報検知とその利用に
関するシンポジウム､ 2004年6月
2) Masato Motosaka et al., Strategy for earthquake disaster against the Miyagi-ken Oki earthquake,
Japan, 1 st EuropeanConference on Earthquake Engineenngand Seismology, 2006･
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3)宮城県教育庁､学習情報ネットワークみやぎswAN : http://www･myswan.ne.jp/content.htm1
4)源栄正人､緊急地震速報と連動した学校向け地震早期警報システム､安全工学シンポ
ジウム2007講演予稿集､ 115-118､ 2007年
5)源栄正人･真鍋俊平､学校における緊急地震速報利活用の普及･展開に関するアンケー
ト調査､日本建築学会大会学術講演集､ 2007年
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6.おわりに
本成果報告書は､平成18年度と平成19年度の2カ年の研究成果もまとめたものである｡
内容的には､緊急地震速報と構造物のモニタリングとの連動により付加価値を高め.'更
なる信頼性の向上と実用性の向上を計るためのシステム開発を行ったものである｡
主な研究項目として､ ①構造物の耐震モニタリング機能と連動した警報システムの開
発､ ②地域の地盤環境を考慮した地震動予測精度の向上､ ③病院における実証試験によ
る有効利用の検討､ ④学校における実証試験による有効利用の検討を行った｡
構造物の耐震モニタリング機能と連動した警報システムの開発として､建物のモニタ
リングのために常時作動している地震観測(オンライン地震観測)システムを設置し､
この地震計による現地地震情報と､緊急地震速報の両方を連動したシステムの開発を行
った｡構造物の耐震モニタリングシステムは東北大学工学研究科の人間･環境系建物お
よび宮城県沖地震の際に地震波到来の早い三陸沿岸の公共建築物として石巻市牡鹿総
合支所庁舎(旧鮎川町役場)に配置し､災害制御研究センターにこれらの建物の観測デ
ータと緊急地震速報の受信サーバーを設置することにより開発したシステムの実証試
験を行った｡
地域の地盤環境を考慮した地震動予測精度の向上については､まず､仙台市域の表層
地盤構造のデータベースと深部地盤構造のデータベースの構築に付いて示した｡次に､
仙仙台市とその周辺地域の強震観測点における過去の地震観測記録のデータをベース
に､牡鹿総合支所で観測された記録のP波の立ち上がり部の波形からニューラルネット
ワークを用いて仙台市域の地震動を高精度に予測する方法を検討した｡従来の震度の予
測ばかりでなく､対象地点における高精度の地動最大加速度(PGA)や地動最大速度(p
GV) ､さらにはスペクトル情報を予測する方法を提唱し､宮城県沖地震に対する適用性
の検討を行った｡
病院における緊急地震速報の利活用モデルの構築については､東北大学病院における
緊急地震速報の利活用について､同病院においてアンケート調査を実施するとともに､
ニーズに基づく利活用システムの提案を行った｡また､気象庁からの緊急地震速報を通
信衛星経由で受信するための受信装置と表示装置およびパトライトを病院内に設置す
ることにより実証試験を行った｡
学校における緊急地震速報の有効活用については､仙台市立長町小学校の実証試験で
用いてきたプロトタイプモデルに対し､教育モードとして組み入れるべく素材に関する
調査を行なうとともに､地域で予測される被害モードを想定した災害シミュレーション
を動画の作成と活用法を検討した｡また､宮城県域と首都圏の649校を対象としたアン
ケート調査を実施し､学校における緊急地震速報の利活用の啓蒙と教育現場におけるニ
ーズ調査を行った｡
本研究でまとめた成果が､近い将来発生する宮城県沖地震に備えた地域地震防災対策
や建築構造物の耐震対策のための有効に活用されるばかりでなく､人的被害･物的被害
の低減のための防災技術として国内外における地震対策に積極的に適用され､地震工
学･耐震工学の発展に少しでも貢献するものとなれば幸いである｡
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